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自己紹介
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横山北斗

社会福祉士.社会福祉学修士
NPO法人Social Change Agency代表理事
ポスト申請主義を考える会 代表

【現場実践】

大学卒業後、医療機関にて患者家族への相談援助業務に従事後、社会保障制度の申請主義に問題意識を持ちNPO法人を設立.
2021年より、社会保障制度のアクセシビリティの向上を目的とした情報発信やオンライン相談支援事業、自治体との協働事業を
開始. 2022年11月に「15歳からの社会保障（日本評論社）」を出版

【教育実践】

武蔵野大学 人間科学部社会福祉学科 非常勤講師（2022〜）

【委員など】

内閣官房孤独・孤立対策担当室HP企画委員会（2021〜）
こども家庭庁設立準備室 未就園児等の把握,支援のためのアウトリーチの在り方に関する調査研究検討委員会座長（2022）
こども家庭庁 幼児期までのこどもの育ち部会 委員（2023〜）
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刊行の背景 -申請主義による社会保障制度からの排除の現状-

社会保障制度の利用プロセスにおけるさまざまな障壁の存在

制度の存在を知らない
/探すことが難しい

制度の内容（受給要件など）
の理解が難しい

申請に必要な書類を
揃えることが難しい

申請書類を記入すること
が難しい 自分の状況をうまく

説明することが難しい

ダブルワークや家族のケアなど多忙
で、調べたり、相談や申請に行く時
間が取れない

制度利用に対する
スティグマ
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刊行の背景 -申請する権利の行使をサポートする必要性-

出来事

パターン

構造

メンタル・モデル
（意識・無意識の前提）

社会保障制度を利用することができない

• 制度やサービスの存在を知らない
• 制度の内容（受給要件など）が理解できない
• 申請に必要な書類を揃えることができない
• 申請書類を記入することができない
• 申請するにあたって自身の状況をうまく説明ができない
• 行政を信用していない

• 行政の広報・教示義務が明確化されていない
• 制度の内容が複雑
• 行政の縦割り
• 担当者の専門性（知識等）不足
• 申請手続きが煩雑
• 来所型の相談が主である
• 制度申請時に同行支援を行うサポートが乏しい
• 水際作戦（生活保護のみ）
• 義務教育で社会保障教育がなされていない
・社会保障制度利用に付するスティグマ
・強い自己責任論
・行政や政治への不信感

申請する権利の行使を
サポートする施策が打てそうな焦点

社会保障制度の種類や内容について知る機会が乏しい現状をどうにかしたいと考えました
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刊行の目的と内容

内容
10代-40代の登場人物に起こる出来事を通して、社会保障制度を紹介す
るという内容を、10遍のストーリーで構成しています。貧困、家族の
介護、若年での妊娠、突然の事故や死別、家族からの暴力などに直面
した登場人物それぞれが、さまざまなきっかけにより社会保障制度の
利用に至るという短編集になっています。

目次
１ ケガで仕事を休まなくてはならず、医療費と生活費に困ったユウジ
２ アルバイトができなくなり、生活費や家賃の支払いに不安を抱えているサトシ
３ 住む場所がなく、食べるものに困ったシンジ
４ 高校生で妊娠し、生活に困ったマミ
５ ひとりで子どもを育てることになったマサト
６ 発達障害の子どもを育てるジュンとマコ
７ 会社でハラスメントを受け、体調を崩したエミリ
８ 交通事故で車イスが必要な生活になったノブオ
９ おばあちゃんと弟のお世話をしなければならないサクラ
10 家族から暴力を受けているミユキとトモキ

義務教育修了前に社会保障制度を知る機会をつくり、人生で困ったことが起きた時に、「そういえばなにか手助けしてくれ

る制度があったな」と思い出してもらうことができるよう、そのようなきっかけをつくりたいと考え、刊行しました

2022年11月日本評論社より刊行
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刊行の目的と内容-物語を採用した理由と物語構成の方法-

社会保障制度という固いテーマを読み切っていただくために
以下の流れで構成執筆しました。

⑴200程度の制度を生活場面ごとのカテゴリで整理する
⑵登場させる社会保障制度を決める

⑶登場する制度に関連した生活上の困りごとを決める

⑷上記を踏まえて登場人物の設定を決める

⑸物語を書く

ピンチからのリカバリーのプロセスを描くことで、制度単体で
はなく、制度を利用する前後関係をイメージしていただきなが
ら、読み手に追体験（記憶に残りやすくなるように）してもら
えるように意図して物語を書きました。
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本書における工夫

各章の主人公の描写
主人公を弱き人として描かないことを徹底しました。

弱いから制度を利用するのではなく、それが権利であることを登場人物
にも語らせ、この物語の主人公は、わたしかもしれない。あの人かもし
れない。そのように少しでも感じてもらえるよう登場人物の心理描写を
盛込みました。

本書を通して社会保障制度を知っていただくこととトレードオフで、人

々を抑圧する社会規範や社会保障制度利用に付するスティグマを強化し

てしまったのでは本書を記した意味がありません。この点は、本書に通

底する制約条件として設定し、強く留意した点になります。

各章のおわり、巻末の制度一覧の表記方法
利用する側を主語とする説明文章に統一しました。

例えば、相談窓口に関する説明も、よくある自治体主語の「あなただけ
の支援プランを作ります」等ではなく、「お金や仕事や家族について相
談できる」とするなど、利用する側を主語とする説明文言としました。

制度窓口の探し方
自治体によって窓口の名称が異なることがあるため、ネット検索をする
際のキーワードを例示しました。
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出版後の反響と今後の展開として考えていること

反響（読者、学校関係者、メディア等）
● 中高校生から「生存権という言葉が具体的にどういったことを意味しているのかがわかった気がした」、「生活保護に最低生活

費という基準となる金額が決まられているのをはじめて知った。働けない人が利用するものだと思っていた」、「こんな大事な

ことをなぜ学校で教えてくれないのか」などの感想をいただきました。

● 住んでおられる自治体の全ての小中学校の図書館に寄贈してくださった成人の方がいらっしゃいました。

● こども若者の居場所に自主的に配架してくださる方や、大学生が個人で、本書を活用して、地域の中学生に社会保障制度のレク

チャーをしてくださるなどの自主的な取り組みをはじめられたりもしています。

● 図書館に入れてくださる中学高校が少しずつ増えています。

● 専門学校や大学の授業の副教材としても活用されはじめています。

● 朝日新聞、毎日新聞、読売新聞、東京新聞、上毛新聞、そのほか地方紙８紙（共同通信社配信記事）にて取り上げられました。

今後の展開として
● 学校現場での社会保障制度のメニューの存在を知る機会の拡大を検討しており、東京都教育庁主管の「都立高校生の社会的・職

業的自立支援教育プログラム事業」において、社会保障制度についてのプログラムを提供すべく現在準備中（所属法人として）

● ほか、本テーマに関心のある先生方の協力を得ながら、学校現場で社会保障制度に関する出前授業などを検討
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ポイント 施策例

情報の入手

・公的支援制度や相談窓口に関するポータルサイトやナビゲーションシステム

国民目線で生活場面に即して整理した情報を平易な言葉で掲載し、国の制度やその情報に
誰もがアクセスできるようにするサイト、自身が利用できる制度の理解を助けるナビゲーション機能の実装

・プッシュ型情報発信
自ら調べなくとも、個々の状況にあった利用可性のある制度・支援情報を自治体が知らせてくれる。
※千葉市は2020年1月より「あなたが使える制度お知らせサービス」開始。健康診査や子育て支援関連手続きを中心にLINEを活用しオンラインでのプッシュ通知
を実施。

・プッシュ型の給付
自ら調べなくとも、利用できる現金給付の制度を申請書が自治体から自宅に郵送されてくる。
※公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律に基づく「特定公的給付」に定められた給付は、自治体がマイナンバーを利
用し、受給対象を確認することが可能。対象給付は限定的。

申請手続き
・申請方法の多様化・簡素化、申請を不要にする（ディフォルト申請）

例：オンラインでの申請 / 郵便局、病院などで申請ができる / 口頭、書面等による申請が受理された後に必要書類を提出

申請窓口 ・ワンストップ相談の実施、福祉関連部署における専門職の採用 / 人数の増員

情報が届きづらい人
との接触機会

・オンライン/オフラインのアウトリーチの実施 / 行政等によるアウトリーチの強化（法令、ガイドラインの策定等）

申請を伴走支援
する仕組み

・上記施策等をもってしても制度の申請が難しい方をサポートする人的な申請支援の仕組みの構築
・自治体による、民間のNPOや弁護士団体などの伴走支援団体の積極的広報

スティグマの軽減
・制度利用に伴うスティグマの軽減を目的とした施策、制度の利用を促すための啓発や制度名称自体の変更など

参考資料）申請する権利の行使をサポートする施策を検討する上での具体的ポイント
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